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不
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け
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こ
の
原
稿
が
紙
面
に
掲
載

さ
れ
る
頃
に
は
す
で
に
会
員

の
皆
さ
ん
の
と
こ
ろ
に
簡
易

書
留
で
「
通
知
カ
ー
ド
」
が

届
い
て
い
る
可
能
性
が
あ

る
。
こ
れ
に
は
「
個
人
番
号

カ
ー
ド
」
の
申
請
用
紙
が
同

封
さ
れ
て
い
る
（
表
１
）。

　

「
通
知
カ
ー
ド
」
は
個
人

番
号
を
通
知
す
る
た
め
の
も

の
だ
が
、「
個
人
番
号
カ
ー

ド
」
は
Ｉ
Ｃ
チ
ッ
プ
の
つ
い

た
カ
ー
ド
で
、
表
面
に
は
、

住
所
、
生
年
月
日
、
性
別
と

顔
写
真
、
裏
面
に
は
個
人
番

号
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

「
個
人
番
号
カ
ー
ド
」
は
単

に
番
号
を
明
示
す
る
た
め
だ

け
で
は
な
く
、
自
治
体
が
条

例
で
定
め
る
サ
ー
ビ
ス
（
図

書
館
カ
ー
ド
、
印
鑑
登
録

等
）
に
利
用
で
き
る
な
ど
身

分
証
明
書
と
し
て
利
用
で
き

る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

　

た
だ
し
、
そ
う
し
た
便
利

さ
と
同
時
に
個
人
の
情
報
が

蓄
積
し
た
カ
ー
ド
で
あ
る
た

め
紛
失
等
し
た
場
合
の
リ
ス

ク
が
様
々
予
想
さ
れ
る
。
こ

の
カ
ー
ド
を
取
得
し
た
く
な

け
れ
ば
申
請
を
す
る
必
要
は

な
い
。
マ
ス
コ
ミ
報
道
で
は

リ
ス
ク
に
つ
い
て
報
道
が
少

な
く
便
利
さ
を
強
調
す
る

が
、
慎
重
な
検
討
が
必
要

だ
。「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
」
制

度
の
本
格
運
用
を
前
に
独
立

行
政
法
人
国
民
生
活
セ
ン
タ

ー
に
は
「
口
座
番
号
を
教
え

て
ほ
し
い
」「
個
人
情
報
を
調

査
す
る
」
な
ど
と
い
っ
た
不

審
な
電
話
等
に
関
す
る
相
談

が
多
く
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
個
人
番
号
の
利
用

範
囲
は
当
面
、
災
害
対
策
以

外
で
は
税
と
社
会
保
障
に
つ

い
て
の
行
政
へ
の
手
続
き
に

限
ら
れ
て
い
る
。
民
間
企
業

と
の
関
係
で
は
給
与
や
原
稿

料
等
の
支
払
先
以
外
の
民
間

企
業
か
ら
個
人
番
号
を
問
い

合
わ
せ
ら
れ
る
こ
と
は
な
い

は
ず
で
あ
る
。
個
人
番
号
の

問
い
合
わ
せ
が
あ
っ
た
時
に

は
、
相
手
が
誰
な
の
か
よ
く

注
意
し
て
ほ
し
い
。

　

個
人
番
号
の
記
載
欄
が
あ

る
書
類
を
作
成
す
る
の
は
来

年
で
あ
る
。

　

税
務
で
い
え
ば
、
２
０
１

６
（
平
成
28
）
年
１
月
１
日

以
降
に
作
成
す
る
源
泉
徴
収

票
、
支
払
調
書
は
個
人
番
号

の
記
載
欄
が
あ
る
も
の
に
な

る
。
所
得
税
の
確
定
申
告
の

場
合
、
通
常
の
申
告
書
に
つ

い
て
は
、
２
０
１
７
（
平
成

29
）
年
に
提
出
す
る
申
告
書

が
個
人
番
号
の
記
載
欄
の
あ

る
も
の
に
な
る
。

　

行
政
の
想
定
す
る
進
行
で

い
け
ば
、
ま
ず
診
療
所
は
従

業
員
さ
ん
か
ら
個
人
番
号
を

確
認
の
上
、
個
人
番
号
の
提

供
を
受
け
、
個
人
番
号
を
記

載
し
た
書
類
ま
た
は
電
子
フ

ァ
イ
ル
作
成
す
る
こ
と
に
な

る
。

　

こ
の
個
人
番
号
を
記
載
し

た
書
類
な
い
し
電
子
フ
ァ
イ

ル
は
特
定
個
人
情
報
と
な

り
、
厳
重
に
保
護
す
る
義
務

を
負
う
こ
と
に
な
る
こ
と
は

前
回
ま
で
に
説
明
さ
れ
た
と

お
り
で
あ
る
。
ま
た
そ
の
厳

重
な
保
護
義
務
を
徹
底
す
る

た
め
、
情
報
漏
え
い
し
た
場

合
は
刑
事
責
任
が
問
わ
れ
る

可
能
性
が
あ
る
。

　

『
日
経
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
』

２
０
１
５
年
１
月
16
日
号
に

よ
る
と
、「
特
定
個
人
情
報

は
早
い
時
期
に
売
り
に
出
せ

ば
高
値
が
付
く
。
企
業
が
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
を
集
め
た
も
の

の
守
り
の
体
制
が
整
わ
な
い

２
０
１
６
年
春
に
、
サ
イ
バ

ー
攻
撃
や
内
部
犯
行
が
続
出

す
る
可
能
性
が
高
い
」
そ
う

で
あ
る
が
、「
番
号
法
」
で

は
情
報
漏
え
い
に
つ
い
て
最

高
４
年
以
下
の
懲
役
ま
た
は

２
０
０
万
円
以
下
の
罰
金
ま

た
は
併
科
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
は
ち
ょ
う
ど
個
人
情
報

保
護
法
の
２
倍
の
刑
で
あ

る
。
ま
た
執
行
猶
予
の
付
く

の
は
、
刑
法
25
条
に
よ
る
と

３
年
以
下
の
懲
役
若
し
く
は

禁
錮
又
は
50
万
円
以
下
の
罰

金
の
場
合
な
の
で
、
こ
の
４

年
と
い
う
の
は
執
行
猶
予
の

な
い
刑
と
い
う
こ
と
に
な

る
。
刑
事
責
任
を
問
う
場
面

が
頻
発
す
る
と
は
考
え
に
く

い
も
の
の
、「
番
号
法
」
の

構
え
は
き
び
し
い
と
言
わ
ざ

る
を
得
な
い
。
ま
た
情
報
漏

え
い
に
よ
っ
て
従
業
員
さ
ん

が
何
ら
の
経
済
的
な
ト
ラ
ブ

ル
に
巻
き
込
ま
れ
た
り
す
れ

ば
、
従
業
員
さ
ん
か
ら
診
療

所
に
対
し
て
損
害
賠
償
を
求

め
ら
れ
る
こ
と
も
考
え
ら
れ

る
。
な
お
、
個
人
番
号
の
収

集
・
管
理
を
税
理
士
や
社
労

士
な
ど
に
外
部
委
託
し
た
場

　

こ
の
よ
う
な
重
い
責
任
を

診
療
所
に
強
い
る
「
番
号

法
」
だ
が
、
一
方
で
、
第
六

条
で
は
「
事
業
者
の
努
力
」

と
し
て
「
第
六
条 　
個
人

番
号
及
び
法
人
番
号
を
利
用

す
る
事
業
者
は
、
基
本
理
念

に
の
っ
と
り
、
国
及
び
地
方

公
共
団
体
が
個
人
番
号
及
び

法
人
番
号
の
利
用
に
関
し
実

施
す
る
施
策
に
協
力
す
る
よ

う
努
め
る
も
の
と
す
る
。」

と
し
て
い
る
。
あ
く
ま
で
事

業
者
が
番
号
法
か
ら
求
め
ら

れ
て
い
る
の
は
、
努
力
義
務

で
あ
る
。
各
分
野
で
の
個
人

番
号
の
記
載
に
つ
い
て
関
係

機
関
の
Ｆ
Ａ
Ｑ
を
ま
と
め
る

と
表
２
の
よ
う
に
な
る
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
個
人
番

号
が
な
い
場
合
に
お
い
て
も

行
政
と
し
て
は
受
付
を
し
、

受
理
す
る
。
そ
の
事
情
と
し

て
、
表
２
の
問
答
集
か
ら
二

つ
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

一
つ
は
、
従
業
員
さ
ん
が

個
人
番
号
の
提
供
を
拒
否
し

た
場
合
に
は
、
診
療
所
に
強

制
的
に
個
人
番
号
を
提
供
さ

せ
る
権
限
は
な
い
の
で
、
個

人
番
号
を
記
載
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
こ
と
だ
。

　

も
う
一
つ
の
事
情
は
、
災

害
や
様
々
の
理
由
で
住
民
票

記
載
の
住
所
に
居
住
し
て
い

な
い
人
が
一
定
数
お
り
、

「
通
知
カ
ー
ド
」
が
届
か
な

い
人
が
い
る
こ
と
が
予
想
さ

れ
て
い
る
こ
と
だ
。「
通
知

カ
ー
ド
」
が
届
か
な
い
人
は

個
人
番
号
を
書
く
こ
と
は
で

き
な
い
。
２
０
０
９
年
の
１

万
２
千
円
の
定
額
給
付
金
の

例
で
は
、
少
な
く
と
も
24
万

７
千
通
が
、
あ
て
所
尋
ね
当

た
ら
ず
と
し
て
戻
っ
て
き
た

そ
う
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な

事
情
を
考
慮
し
た
と
き
に
、

個
人
番
号
の
記
載
を
絶
対
条

件
に
は
で
き
な
い
と
い
う
こ

と
で
あ
ろ
う
。

　

さ
ら
に
行
政
側
の
事
情
と

し
て
、
個
人
番
号
の
記
載
が

な
い
場
合
に
「
地
方
公
共
団

体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
」

（「
Ｊ
―
Ｌ
Ｉ
Ｓ
」）
と
い
う

機
関
へ
照
会
す
れ
ば
個
人
番

号
の
収
集
が
で
き
る
と
い
う

こ
と
も
背
景
に
あ
る
と
思
わ

れ
る
。
こ
の
よ
う
な
行
政
の

対
応
、
診
療
所
の
個
人
番
号

の
保
護
へ
の
責
任
の
重
さ
、

安
全
な
管
理
体
制
の
整
備
等

々
を
、
よ
く
よ
く
慎
重
に
検

討
す
る
必
要
が
あ
る
と
思

う
。

　

な
お
、
内
閣
官
房
が
提
供

す
る
「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
」
制

度
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
は
、

「
よ
く
あ
る
質
問
Ｆ
Ａ
Ｑ
」

と
し
て
、
表
３
の
回
答
が
あ

る
。

合
で
も
、
委
託
元
に
は
委
託

先
へ
の
監
督
責
任
が
あ
る
た

め
事
業
主
は
一
定
責
任
を
負

う
こ
と
に
な
る
の
で
注
意
が

必
要
で
あ
る
。

表１　送付予定の「通知カード」（見本）

表面 裏面

雇用保険業務等における社会保障・税番号制度への対応に係るＱ＆Ａ（厚労省）

Ｑ11 　従業員から個人番号の提供を拒否された場合、雇用保険手続について
どのような取扱いとなるのか

（答 ）雇用保険手続の届出にあたって個人番号を記載することは、事業主に
おいては法令で定められた（努力）義務であることをご理解いただいた
上で、従業員から個人番号の提供を求めることとなりますが、仮に提供
を拒否された場合には、個人番号欄を空白の状態で雇用保険手続の届出
をしていただくこととなります。

　　※ 個人番号の記載がないことをもって、ハローワークが雇用保険手続の
届出を受理しないということはありません。

国税分野におけるFAQ（国税庁）

Ｑ２－10 　従業員や講演料等の支払先等から個人番号の提供を受けられない
場合、どのように対応すればいいですか。

（答 ）法定調書作成などに際し、個人番号の提供を受けられない場合でも、
安易に個人番号を記載しないで書類を提出せず、個人番号の記載は、法
律（国税通則法、所得税法等）で定められた義務であることを伝え、提
供を求めてください。 

　　 　それでもなお、提供を受けられない場合は、提供を求めた経過等を記
録、保存するなどし、単なる義務違反でないことを明確にしておいてく
ださい。 

　　 　経過等の記録がなければ、個人番号の提供を受けていないのか、ある
いは提供を受けたのに紛失したのかが判別できません。特定個人情報保
護の観点からも、経過等の記録をお願いします。

　　 　なお、法定調書などの記載対象となっている方全てが個人番号をお持
ちとは限らず、そのような場合は個人番号を記載することはできません
ので、個人番号の記載がないことをもって、税務署が書類を受理しない
ということはありません。

よくある質問ＦＡＱ（内閣官房）

（４）民間事業者における取扱いに関する質問
Ｑ４－２－１ 　従業員などのマイナンバー（個人番号）は、

いつまでに取得する必要がありますか？
（答 ）従業員にマイナンバーが通知されて以降マイナンバー

の取得は可能ですが、マイナンバーを記載した法定調書
などを行政機関などに提出する時までに取得すればよ
く、必ずしも平成28年１月のマイナンバーの利用開始に
合わせて取得する必要はありません。例えば、給与所得
の源泉徴収票であれば、平成28年１月の給与支払いから
適用され、中途退職者を除き、平成29年１月末までに提
出する源泉徴収票からマイナンバーを記載する必要があ
ります。（2015年４月回答） 

詐
欺
師
も
狙
う

詐
欺
師
も
狙
う

  

マ
イ
ナ
ン
バ
ー

マ
イ
ナ
ン
バ
ー

漏
え
い
に
よ
る

漏
え
い
に
よ
る

  

訴
訟
リ
ス
ク
も

訴
訟
リ
ス
ク
も

事
業
所
と
し
て
の

事
業
所
と
し
て
の

  

義
務
の
範
囲
と
は

義
務
の
範
囲
と
は

表３

表２


